
別紙 

改正後 改正前 

  

こ 成 事 第 437 号 

令和５年８月 22 日 

 

 

 

   都 道 府 県 知 事 

   指 定 都 市 市 長  

   中 核 市 市 長  

児童相談所設置市市長 

   市 区 町 村 長  

 

                                        こども家庭庁成育局長 

 

 

余裕教室を活用した児童福祉施設等への改築整備の促進について 

 

 

 標記の交付金の交付については、令和５年８月 22 日こ成事第 437 号こども家

庭庁長官通知の別紙「次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱」（以下

「交付要綱」という。）により行うこととされているが、今般、公立学校の余

裕教室等を児童福祉施設等に転用する際の改築整備においては、次の取扱いに

よる場合も交付の対象とすることとし、令和５年４月１日より適用することと

したので、御配慮願いたい。 

  

 

 

 

雇 児発第 0612009 号 

平成２０年６月１２日 

第一次改正 雇児発 0331 第 26 号  

平成２３年３月３１日 

 

   都道府県知事 

   指定都市市長 

   中核市市長  

   市区町村長  

 

 

                                  厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 

 

 

余裕教室を活用した児童福祉施設等への改築整備の促進について 

 

 

 標記の交付金の交付については、平成２０年６月１２日厚生労働省雇児発第

0612001 号厚生労働事務次官通知の別紙「次世代育成支援対策施設整備交付金

交付要綱」（以下「交付要綱」という。）により行うこととされているが、今

般、公立学校の余裕教室等を児童福祉施設等に転用する際の改築整備において

は、次の取扱いによる場合も交付の対象とすることとし、平成２０年４月１日

より適用することとしたので、御配慮願いたい。 

 なお、平成１９年７月２６日雇児発第 0726012 号「余裕教室を活用した児童

福祉施設等への改築整備の促進について」は廃止する。 

 おって、平成１９年度以前に交付された交付金の取扱いについては、なお従

各 殿 
各 殿 



改正後 改正前 

 

 

１ 趣旨 

  児童福祉サービス等への需要の高まりに対応し、各種サービスの充実が図

られているところであるが、そのための施設の確保に際しては、既存の社会

資源の有効活用が重要な課題となっている。こうした観点から、公立学校の

余裕教室等を活用し、児童福祉施設等への転用を推進するものである。 

 

２ 対象事業 

  公立学校の余裕教室等であって、３に定める児童福祉施設等への転用を行

うに当たって必要な以下の事業 

  (1) 施設の一部改修 

  (2) 施設の附帯設備の改造 

  (3) 施設の模様替え 

  (4) その他余裕教室の児童福祉施設等への転用に必要な工事 

 

３ 対象施設 

   余裕教室等を、次のいずれの事項にも該当する施設に転用する公立学校 

 (1)  次世代育成支援対策推進法第１１条第１項に規定する交付金に関する内

閣府令（平成１７年厚生労働省令第７９号）第１条第２項に規定される児

童福祉施設等に転用する公立学校 

  (2)  「公立学校施設整備費補助金等に係る財産処分の承認等について」（平

成２０年６月１８日２０文科施第１２２号文部科学省大臣官房文教施設

企画部長通知）に規定されている「報告事項」に該当する施設 

 

４ 実施主体 

    市町村 

前の例によるものとする。 

 

１ 趣旨 

  児童福祉サービス等への需要の高まりに対応し、各種サービスの充実が図

られているところであるが、そのための施設の確保に際しては、既存の社会

資源の有効活用が重要な課題となっている。こうした観点から、公立学校の

余裕教室等を活用し、児童福祉施設等への転用を推進するものである。 

 

２ 対象事業 

  公立学校の余裕教室等であって、３に定める施設への転用を行うに当たっ

て必要な以下の事業 

  (1) 施設の一部改修 

  (2) 施設の附帯設備の改造 

  (3) 施設の模様替え 

  (4) その他余裕教室の児童福祉施設等への転用に必要な工事 

 

３ 対象施設 

   余裕教室等を、次のいずれの事項にも該当する施設に転用する公立学校 

 (1)  次世代育成支援対策推進法第１１条第１項に規定する交付金に関する省

令（平成１７年４月１日厚生労働省令第７９号）第１条第２項に規定され

る児童福祉施設等に転用する公立学校 

  (2)  「公立学校施設整備費補助金等に係る財産処分の承認等について」（平

成２０年６月１８日２０文科施第１２２号文部科学省大臣官房文教施設

企画部長通知）に規定されている「報告事項」に該当する施設 

 

４ 実施主体 

    市町村 



改正後 改正前 

 

５ 交付基礎点数 

    交付要綱の別表２に定めるところによるものとする。 

 

 

５ 交付基礎点数 

    交付要綱の別表２に定めるところによるものとする。 

 

 


